
第２２期　中　間　決　算　公　告

東京都千代田区大手町二丁目２番２号

　平成２６年１２月２６日 野村信託銀行株式会社

中間貸借対照表（ 平成２６年９月３０日現在 ）

（単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 金　　　　　　　額

（資 産 の 部）

現 金 預 け 金 122 477,322 
債券貸借取引支払保証金 38,255 222,510 
特 定 取 引 資 産 1,003 154,470 
有 価 証 券 716,363 1,009 
貸 出 金 409,060 259,970 
外 国 為 替 4,519 11,252 
そ の 他 資 産 31,974 32,347 

未 収 収 益 3,997 56 
金 融 派 生 商 品 21,742 2,303 
そ の 他 の 資 産 6,235 111 

有 形 固 定 資 産 1,177 27,969 
無 形 固 定 資 産 6,856 1,905 
繰 延 税 金 資 産 358 593 
貸 倒 引 当 金 △ 1,219 699 

387 

12 

1,160,573 

30,000 

8,270 

8,270 

7,397 

1,147 

6,250 
繰 越 利 益 剰 余 金 6,250 

45,667 

6,240 

△ 4,008 

2,231 
47,899 

資 産 の 部 合 計 1,208,473 1,208,473 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

科 目

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 の 負 債

純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

（純 資 産 の 部）

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 の 部 合 計

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

退 職 給 付 引 当 金

金 融 派 生 商 品

事 業 撤 退 損 失 引 当 金

未 払 費 用

資 産 除 去 債 務

偶 発 損 失 引 当 金

コ ー ル マ ネ ー

特 定 取 引 負 債

借 用 金

信 託 勘 定 借

執行役社長　眞保　智絵

（負 債 の 部）

預 金

譲 渡 性 預 金



平成２６年４月　１日から
平成２６年９月３０日まで

（単位：百万円）

     科　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

16,815

信 託 報 酬 3,881

資 金 運 用 収 益 9,455

( う ち 貸 出 金 利 息 ) 　　　　　 　　　( 2,360 ）

(うち有価証券利息配当金 ) 　　　　　　　　( 2,849 ）

役 務 取 引 等 収 益 1,163

特 定 取 引 収 益 7

そ の 他 業 務 収 益 2,080

そ の 他 経 常 収 益 227

15,839

資 金 調 達 費 用 7,621

( う ち 預 金 利 息 ) 　　　　 　　　（　 282 ）

役 務 取 引 等 費 用 624

そ の 他 業 務 費 用 42

営 業 経 費 7,550

そ の 他 経 常 費 用 0

975

40

10

1,005

△154

504

350

655

特 別 利 益

中 間 純 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中間損益計算書 ( )

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益



                      

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

 

１. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して

利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、中間貸

借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を中間損益計算書

上｢特定取引収益｣及び｢特定取引費用｣に計上しております。                         

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間決算日の時価により、スワ

ップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間決算日において決済したものとみなした額により行っ

ております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間期中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等につ

いては前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末と当中間期末におけるみな

し決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

 

２. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券

については原則として中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、

ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行ってお

ります。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

３. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

 

４. 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10年 4月 1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）について

は定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  6年 ～ 45年  

その他  3年 ～ 20年 

（2） 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 

 

５. 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。  

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第 4 号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、

一定の種類毎に分類し、当社基準に定めた外部格付機関により査定基準日直前に公表された累積デフォルト率に



                      

基づき計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破

綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

した残額を計上しております。なお、特定海外債権については、該当ありません。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し

ております。 

（2） 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰

属する額を計上しております。 

（3） 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間

期末において発生していると認められる額を計上しております。 

（4） 偶発損失引当金 

  偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失

を見積もり、必要と認められる額を計上しております。 

（5） 事業撤退損失引当金 

 事業撤退損失引当金は、撤退を決議した業務に係る当中間期以降の損失見込み額を計上しております。 

 

６. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

 

７. ヘッジ会計の方法 

（1） 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として「銀行業における金融商品会

計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24号）に規定す

る繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘ

ッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一となるヘッジ指定を行っているため、高い有効性があるとみな

しており、これをもって有効性の判定を省略しております。 

また、一部の金融資産から生じる金利リスクをヘッジする目的で、金利スワップの特例処理を適用しておりま

す。 

（2） 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25号）に規定

する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リス

クを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建

金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有

効性を評価しております。 

 

８. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という｡) の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形

固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

 



                      

注記事項 

 

(中間貸借対照表関係) 

 

１.   現金担保付債券貸借取引等により受け入れている有価証券のうち、売却又は再担保という方法で自由に処分で

きる権利を有する有価証券で、当中間期末に当該処分をせずに所有しているものは 41,342百万円であります｡ 

 

２.   貸出金のうち、破綻先債権額は該当無く、延滞債権額は 2百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第 1項

第 3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

 

３.  貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額については、該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 

４.  貸出金のうち、貸出条件緩和債権額については、該当ありません。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 

５.  破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 2百万円であります。 

なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 

６.  ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第 3 号）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、

中間貸借対照表計上額は、22,046百万円であります。 

 

７.  担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産   

 有価証券 325,067 百万円 

担保資産に対応する債務   

 借入金 

コールマネー 

175,870 

600 

百万円 

百万円 

 

上記のほか、為替・有価証券決済の担保及び信託業の営業保証金等として、有価証券 53,503 百万円を差し

入れております。 

また、その他の資産には、保証金 81百万円が含まれております。 

 

８.  当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。



                      

これらの契約に係る融資未実行残高は、23,266 百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが

17,718百万円、1年超 5年以内のものが 4,928百万円及び 5年超のものが 620百万円あります。             

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要

に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 

９.   有形固定資産の減価償却累計額  2,922百万円 

 

10.   借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 10,000 百万円

が含まれております。 

 

11.   ｢有価証券｣中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第 2条第 3項）による社債に対する当社の保証

債務については、該当ありません。 

 

12.   銀行法施行規則第 19条の 2第 1項第 3号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）１３.８３％ 

 

 

 

(中間損益計算書関係) 

 

「その他経常収益」には、貸倒引当金戻入益 227百万円を含んでおります。 

 

 

（金融商品関係） 

 

金融商品の時価等に関する事項 

平成 26年 9月 30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。（（注２）参照） 

                                         （単位：百万円） 

 中間貸借対照表 

計上額 時 価 差 額 

(1) 債券貸借取引支払保証金 

(2) 有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

(3) 貸出金 

貸倒引当金（＊１） 

38,255 

 

37,894 

678,457 

409,060 

△919 

38,255 

 

41,575 

678,457 

 

 

― 

 

3,681 

― 

 

 

408,141 408,214 73 

資産計 1,162,749 1,166,503 3,754 

(1) 預金 

(2) 譲渡性預金 

(3) コールマネー 

(4) 借用金 

(5) 信託勘定借 

477,322 

222,510 

154,470 

259,970 

11,252 

477,322 

222,510 

154,470 

259,970 

11,252 

― 

― 

― 

― 

― 

負債計 1,125,525 1,125,525 ― 



                      

デリバティブ取引（＊２） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

 ヘッジ会計が適用されているもの 

 

3,947  

（10,180） 

 

3,947  

（13,414） 

 

― 

（3,233） 

デリバティブ取引計 （6,233） （9,467） （3,233） 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊２）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示してお

ります。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、（ ）で表示しております。 

 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 債券貸借取引支払保証金 

これは、約定期間が短期間（１ヵ月以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。 

(2) 有価証券 

債券は日本証券業協会又は取引金融機関から提示された気配値に、投資信託は公表されている基準価格によっ

ております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 

(3) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく

異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利

によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（1年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ･フローの現在価

値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間決算日における

中間貸借対照表の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としてお

ります。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについて

は、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時

価としております。 

 

負 債 

(1) 預金及び (2) 譲渡性預金 

要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、

長期の定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価値を算定

しております。その割引率は、中間決算日時点におけるスワップ取引に使用する利率を用いております。なお、

預入期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。 

(3) コールマネー 

コールマネーは、約定期間が短期間（最長 12 ヵ月以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額を時価としております。 

(4) 借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異

なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。

固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額(金利スワップの特例処理の対

象とされた借用金については、その金利スワップのレートによる元利金の合計額)を中間決算日時点におけるス

ワップ取引に使用する利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（1年以内）の

ものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 



                      

(5) 信託勘定借 

信託勘定借は、信託勘定の余裕金を期間の定めなく受け入れるもので、要求払預金と同等であることから、中

間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（先物為替、通貨オプション、通貨スワ

ップ等）であり、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融

商品の時価情報の「資産(2)その他有価証券」には含まれておりません。 

区分 
中間貸借対照表計上額 

(百万円） 

 非上場株式(＊)  11 

（＊） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開

示の対象とはしておりません。 

 

 

(有価証券関係) 

 

売買目的有価証券ならびに子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については該当ありません。 

その他有価証券で時価あるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得

原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、該当ありません。 

 

１.満期保有目的の債券(平成 26年 9月 30日現在)    

 

種類 

中間貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が中間貸借対照表

計上額を超えるもの 

国債 25,582 29,413  3,830 

外債 4,986 5,484 498 

  小計 30,568 34,897 4,329 

時価が中間貸借対照表

計上額を超えないもの 
外債 7,326 6,677 △648 

合  計 37,894 41,575  3,681 

 

２.その他有価証券（平成 26年 9月 30日現在） 

 

種類 

中間貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

債券 515,610 507,117 8,492 

国債 313,360 305,347 8,013 

地方債  79,239 79,041   198 

社債 123,009 122,729 280 

その他 121,075  119,672 1,403 

小計 636,686 626,790  9,896 



                      

中間貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

債券 15,790 15,828 △38 

国債 2,213 2,221 △7 

地方債 230 230 △0 

社債 13,345 13,376  △30 

その他 25,981  26,087 △106 

小計 41,771 41,915  △144 

合計 678,457 668,706   9,751 

 

(金銭の信託関係) 

 

金銭の信託については該当ありません。 

 

(税効果会計関係) 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

 

繰延税金資産   

 貸倒引当金   423 百万円 

 退職給付引当金   251  

 賞与引当金 213  

 減損損失 105  

 未払事業税 19  

 クレジットリザーブ 74  

 繰延消費税額等 73  

 偶発損失引当金 139  

 繰延ヘッジ損益 2,254  

 減価償却超過額 163  

 その他 293  

繰延税金資産小計 4,013  

 評価性引当額  △34  

繰延税金資産合計 3,979  

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 3,510  

 その他 110  

繰延税金負債合計 3,620  

繰延税金資産の純額 358 百万円 

 

(1株当たり情報) 

 

 1株当たりの純資産額     79,833円 17銭 

1株当たりの中間純利益金額  1,092円 68銭 



    信　託　財　産　残　高　表（平成２６年９月３０日現在）

（単位：百万円）

資　　  産 金 額 負　　  債 金 額

貸 出 金 349,929 金 銭 信 託 1,761,506

有 価 証 券 2,325,673 年 金 信 託 88,533

投 資 信 託 有 価 証 券 10,690,986 投 資 信 託 15,070,621

投 資 信 託 外 国 投 資 3,579,912 金銭信託以外の金銭の信託 212,469

信 託 受 益 権 34,227 有 価 証 券 の 信 託 495,376

受 託 有 価 証 券 495,219 金 銭 債 権 の 信 託 23,054

金 銭 債 権 142,002 包 括 信 託 1,329,069

そ の 他 債 権 95,442

コ ー ル ロ ー ン 934,436

銀 行 勘 定 貸 11,252

現 金 預 け 金 321,137

そ の 他 411

合　　　計 18,980,630 合　　　計 18,980,630

(注）
　1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2.共同信託他社管理財産は該当ありません。

3.元本補てん契約のある信託の貸出金は該当ありません。

4.元本補てん契約のある信託の内訳は、次のとおりであります。

　なお、貸付信託は取扱っておりません。

　金　　銭　　信　　託            　　 　   （単位：百万円）

資　　  産 金 額 負　　  債 金 額

コ ー ル ロ ー ン 18 元 本 20

そ の 他 2 そ の 他 0

計 20 計 20
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